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）本稿は，平成 23 年 6 月 11 日に近畿大学にて行われた信託法学会のシンポジウム「民法から
信託を考える」での報告に加筆修正を加えたものである。シンポジウムでの口頭報告は，学会
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である高等法院 High Courtの裁判官は 108 名で，うち大法官部に配属されて
いるのは 17名にすぎない。大法官部の裁判官の前で弁論するのは，やはりエ
クイティーに専門特化した少数のバリスターである。そして，彼らは礼拝堂と
食堂を共にする法曹学院 Inns of Courtに象徴される，緊密な人的関係で結ば
れている。イギリスの信託法の行方を定めるのは，こうした一握りの専門家集
団ということになる。
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除いて，私的信託は受益者を確定できることを要する，というのがいわゆる受
益者原則 beneficiary principleである。信託行為による受益者の指定が曖昧で









続いた法域をいくつか挙げると，バージン諸島が 1993 年30)，バハマが 1995
年31)，ジャージー島が 1996 年32)，ケイマン諸島が 1997 年33)にそれぞれ特別
の信託立法を行っている。
こうしたオフショア諸国での展開に弾みをつけたのは，イギリス国内で高等
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議論を展開した David J. Haytonの論文でみると，2001 年の ʻDeveloping the
obligation characteristic of the trustʼと題された論文55)は，1996 年の ʻThe
Irreducible Core Content of Trusteeshipʼと題された論文56)と比べても，より
立教法学 第 84 号（2012)
332（43）
52）International Trust Act（Cook Islands）1999, s 13B(2)（2 年）；Fraudulent Dispositions Act
（Bahamas）1999, s 4 (3)（2 年）；Conveyancing Act（Bermuda）1983, s 36C (3)（6 年）；
Fraudulent Dispositions Law（Cayman Islands）1989, s 4(3)（6 年）.




によって発展させている。Mareva Compania Naviera SA v International Bulkcarriers SA
［1975］2 Lloydʼs Rep 509；Bankers Trust v Shapira［1980］3 All ER 353（CA）.
54）David Hayton, ʻThe Irreducible Core Content of Trusteeshipʼ in AJ Oakley ed, Trends in
Contemporary Trust Law（Oxford UP 1996）ch 3. 日本での紹介として金子敬明「“irreducible
core content of trusteeshipの概念について――受益者への情報提供の問題を中心に」新井誠
ら編『信託法制の展望』第 6章（日本評論社 2011）。
55）David J. Hayton, ʻDeveloping the obligation characteristic of the trustʼ（2001）117 LQR 96,
96. Haytonは，元ロンドン大学キングス・カレッジ教授で，1984年から 2001 年にバハマ最高
裁の裁判官（1984年から 2000 年はパート・タイム），2005年からカリブ海諸国裁判所 Carib-
bean Court of Justice の裁判官を務めている。〈http: //www. caribbeancourtofjustice. org/

































59）免責条項の有効性は，Trustee Act 2000, Sch 1, para 7 にて立法上も確認された。
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